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本報告書について

『Resilient Cities Index』［都市のレジリエンス指数］は、東京海上グループによる協賛の下で
Economist Impactが作成した報告書だ。世界25都市を対象とするベンチマーク構築を通じた、政策
担当者・その他ステークホルダーによるリスクの理解促進と、レジリエンス強化に向けた効果的な
政策の策定支援を主な目的としている。本報告書では対象都市の現状を評価するため、都市のレジリ
エンスを『基幹インフラ』・『環境』・『社会組織的ダイナミズム』・『経済』という四つのカテ
ゴリーに分類。対象都市に見られるトレンドや共通の強み、課題、ベストプラクティスを特定する
ために、指数分析と専門家への取材を行った。

本報告書の作成にあたっては、様々な研究機関、科学者、研究者の知見や研究成果も活用した。
特に都市レジリエンス分野の著名な専門家（敬称略・姓のアルファベット順で下記に掲載）で構成
される諮問パネルの助言は、特に重要な役割を果たしている：

	○ C40 Cities気候レジリエンス統括ディレクター Sachin Bhoite
	○ Resilient Cities Network プログラム・実施統括グローバル・ディレクター Katrin Bruebach

	○ Arup フェロー 兼 東アジア 気候・サステナビリティ統括ディレクター Vincent Cheng, PhD

	○ メルボルン市 気候変動・都市レジリエンス部門 共同ディレクター Tiffany Crawford

	○ ラゴス州 レジリエンス部門 最高レジリエンス責任者代理 Folayinka Dania, PhD

	○ 世界銀行 災害リスク管理スペシャリスト Ross Eisenberg

	○ メキシコ市 レジリエンス最高責任者 Norlang Garcia

	○ 香港科技大学 チーフ開発ストラテジスト 兼 環境研究所 教授 Christine Loh

	○ The New School 都市環境学 教授 兼 Urban Systems Lab ディレクター Timon McPhearson

	○ ケープタウン市 長期計画・レジリエンス統括エグゼクティブ・ディレクター Gareth Morgan

	○ 慶応義塾大学 大学院 政策・メディア研究科教授 ラジブ・ショウ

	○ オックスフォード・ブルックス大学 構築環境学部 イノベーション研究 名誉教授  James Simmie

	○ Resilient Cities Network エグゼクティブ・ディレクター Lauren Sorkin

	○ Infrastructure Asia エグゼクティブ・ディレクター Lavan Thiru

	○ ロンドン市 防災・ レジリエンス担当副市長 Fiona Twycross

ご協力をいただいた皆様には、この場を借りて御礼を申し上げたい。
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本報告書の作成は、Economist Impactに所属する下記リサーチャー・ライター・エディター・グラ
フィックデザイナーが担当した： 

	○ プロジェクト・ディレクター　Gillian Parker

	○ プロジェクト・マネジャー　Ritu Bhandari 

	○ シニア・アナリスト　Shreyansh Jain

	○ シニア・アナリスト　Satvinderjit Kaur

	○ アナリスト　Bilge Arslan

	○ アナリスト　Divya Sharma 

	○ コントリビューティング・ライター　Adam Green

	○ コントリビューティング・エディター　Emma Ruckley ・Amanda Simms

	○ デジタル担当副ディレクター　Cherly Fuerte 

	○ アート・ディレクター　Wai Lam

またKatherine Stewart［プリンシパル・ベンチマーキング統括責任者］、Shivangi Jain［先端
分析担当シニア・マネジャー］、Pratima Singh［プリンシパル］など、Economist Impact・
Economist Intelligence Unitに所属する専門家もリサーチに貢献している。
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世界は今、未曾有の課題に直面しています。ハリケーンや山火事、洪水、極暑などの異常気象が頻発し、
その被害が深刻化する一方、テクノロジーへの依存度の高まりに伴いサイバー攻撃といった新たな
リスクも課題となっています。特に都市部では、こうしたリスクが高まっています。都市の人々の暮ら
しと安全は、変化を遂げる都市リスクの理解・軽減に向けた私たちの取り組みにかかっているのです。

都市レジリエンスの強化には三つの段階があります。一つ目は対策を講じリスクを緩和すること、
つまりリスクの変化を理解し、最悪の事態を回避するために事前の対応策を講じておくことです。
二つ目は非常事態への対応、つまり危機発生時にインパクトを最小化し、人々の命を守るために、
迅速な対策と時宜に適った支援を進めることです。そして三つ目は復興、つまり危機の経験から学び、
将来に備えてよりレジリエンスの高い体制・コミュニティを再構築することです。

東京海上グループの協賛の下で作成された『Resilient  Cities Index』は、社会・都市のレジリエン
スを評価し、改善すべき領域・課題を特定するとともに、将来的な機会・展望を検証する試みです。
私たちはこの報告書が、都市レジリエンスに対する理解を深め、世界を住み良い場所とするための
建設的議論を行うきっかけになると考えています。

今回の調査では世界25都市を対象とした比較分析を行いましたが、その結果をまとめて作成した
ランキングはあくまでも一つの指標にすぎません。それぞれの都市は、経済環境・地理的条件に
応じた多様な課題に直面しており、レジリエンス強化に向けた取り組みの進捗度も異なります。本
調査が持つ真の価値は、取り組みを加速すべき領域がどこにあり、どのような方策が必要かを理解
することにあるのです。

東京海上グループは、世界有数の規模と歴史がある保険会社です。1879年の創立以来、私たちは
お客様と地域社会の“いざ”をお守りするというパーパスのもとで、保険をコアビジネスとして成長を
遂げてきました。新たに台頭する様々なリスクへ効果的に対応するためには、企業、政府、学術機関、
非営利組織、ひいては社会全体の連携強化が欠かせません。私たちは保険グループとして、官民セク
ターのパートナーとの協働を加速させ、現在そして将来に向けて都市のレジリエンス強化に取り組み
ます。

リスクへの対応は私たちのビジネスの根幹です。社会の進歩とより良い未来の実現に向け、お客様・
パートナーとの連携を通じて、リスクの軽減と克服に向けてこれからも努力を続けていく所存です。

東京海上グループからのメッセージ
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2050年までに住民数が世界総人口の３分の
２超を占める都市は、21世紀におけるリスク
対応の最前線に立たされている。人口密度の
高い都市部は、異常気象による自然災害、パン
デミックや、産業事故・テロリズム・サイバー
攻撃をはじめとする人的災害など、様々な脅威
の影響を受けやすい。また貧困や不平等に起因
する社会不安・対立などの発火点となることも
多い。都市レジリエンスの強化が世界的に重要
課題となっているのはそのためだ。

本報告書では、都市レジリエンスを「自然
災害をはじめとする負荷、そして貧困・インフ
ラの老朽化・人の移動などの長期的ストレスに
対する都市の回避・対応・回復の能力」と定義
する。レジリエンスの高い都市は、非常時でも
自律的に組織体制を整え、リスクへ適応し、長
期的視野で能動的に計画立案を行う能力を備え
ている1。Infrastructure Asiaのエグゼクティ
ブ・ディレクター Lavan Thiru氏は、「気候
変動の影響が顕在化しつつある今、都市は非常
事態に適応し、その影響に対応するだけでなく、
持続可能性を担保する形でレジリエンス強化を
図る必要がある。危機発生時における都市と
しての基本的機能が、将来的な問題を招くと
いう状況は望ましくない」と指摘する。

エグゼクティブ・サマリー

対象都市のレジリエンス総合スコア
100点満点（100＝最もレジリエンスが高い）

1 ニューヨーク 84.9

2 ロサンゼルス 84.4

3 ロンドン 83.2

4 シンガポール 82.0

5 パリ 81.3

6 メルボルン 80.9

7 アムステルダム 79.9

8 東京 79.6

9 バルセロナ 79.0

10 ミュンヘン 78.6

11 香港 77.0

12 ワルシャワ 75.4

13 ドバイ 69.5

14 上海 69.4

15 サンティアゴ 66.1

16 イスタンブール 65.9

17 メキシコシティ 62.7

17 サンパウロ 62.7

19 ケープタウン 62.1

20 バンコク 58.0

21 ニューデリー 53.3

22 ジャカルタ 51.6

23 カイロ 44.7

24 ダッカ 43.0

25 ラゴス 39.6
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今回が第１回目となる『Resi l ient  C i t ies 
Index』の主要な論点は以下の通り：

	○ 調査対象都市の多くは、『基幹インフラ』の
カテゴリーで優れたパフォーマンスを発揮し
たが、戦略的対応には課題も見受けられる。
同カテゴリーで最高スコアを獲得したのは
ドバイ・上海・ニューヨーク・シンガポー
ルだ。安定した財政基盤を持つこれらの
都市は、数十年・数百年前に構築されたイ
ンフラの老朽化に直面するヨーロッパ都市
と比べ新規インフラの開発が容易だ。一方、
同カテゴリーではデジタルインフラと交通
機関の項目でスコアが低調だった。

	○ データや技術を駆使し組織運営の効率化や
市民との情報共有を進めている都市（スマー
トシティ）は、非常事態への対応能力が高い。

『基幹インフラ』カテゴリーのスコアを押し
下げる最大要因はデジタルサービスの提供
に不可欠な「インターネット・サービスの
質」だ。デジタル・テクノロジーや先進デー
タ分析の活用は、リスク予測や既存体制の
最適化、市民への情報発信にプラスの効果
をもたらす可能性が高い。デジタル化の
推進が（特に基幹インフラにおける）新た
なリスクにつながる恐れもある。しかし
対象都市の多くは、こうした事態を念頭に
置いた体制づくりに取り組んでいる。

	○ 新興国都市の大半は、長期的視野に基づくイ
ンフラ構築に不可欠な規制的枠組み、戦略、
インセンティブが十分整備されていない。
非常時への高い対応力と現在・将来的な温
室効果ガス抑制を両立させたインフラとい
う項目で高スコアを獲得した都市はごくわ
ずかだ。長期的視野に基づくインフラ・体
制構築において一つの鍵となるのは、サ
ステナブル・デザインを取り入れた建築物

（例：緑化屋根の設置、モジュラー工法の活
用、エネルギー効率を高めるレトロフィッ
ト）に対するインセンティブの提供だ。し
かしこうした取り組みは、現在のところ高
所得国の都市以外では見られない。

	○ 環境レジリエンスの分野では、革新的ソ
リューションの活用が進んでいる。例えば
一部の都市では、洪水・熱ストレスなどへ
の対策として、緑化屋根やグリーン・イン
フラ（例：マングローブの植林）、ブルー・
インフラ（例：湿地の環境回復）といった
自然ベースのソリューションが活用されて
いる。また再生可能エネルギーの導入やネ
ガティブエミッション技術（例：炭素回収・
貯留・除去）の活用を通じた脱炭素化の取
り組みも進んでいる。しかし新興国の都市
では、財政上の制約がこうした取り組みの
拡大を妨げている。

	○ 『社会組織的ダイナミズム』では多くの都
市で所得格差や健康・ウェルビーイングと
いった項目でスコアが伸び悩んだ結果、低
調なパフォーマンスに終始した。今回の
調査では、社会的弱者の支援に向けた包括
的プランを掲げる都市がわずか九つにとど
まっている。一方、非常事態における能動
的対応を推進する都市が多く見られたのは
プラス材料だ。この分野で高スコアを獲得、
あるいは体制強化に取り組む都市は、全体
の半数を上回っている。

	○ 『経済』カテゴリーは平均スコアが最も低く、
多くの都市で「総合スコア」の押し下げ要
因となった。特に経済面のセーフティーネッ
ト整備が進まない現状は、非常時における
回復能力強化の足かせとなっている。都市
の経済的レジリエンスを評価する上でもう
一つ重要な基準となるのは、イノベーショ
ン醸成の能力だ。交通渋滞や水ストレス *
といった様々な課題を解消する上で、革新
的ソリューションは欠かせない。しかし
対象都市の多くは、スタートアップ・エコ
システムに関する指標でスコアが低迷して
いる。

*水ストレス＝淡水資源量に占める淡水採取量の割合
で、その数値が高いほど水不足の状態を表す
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都市は長い歴史を通じてレジリエンス・耐久
力・適応力のシンボルとなり、革新力・活力
に彩られた人類のダイナミズム・進歩を牽引
する存在として重要な役割を果たしてきた。
特に都市がもたらす様々な機会は、人々を絶え
ず魅了している。世界銀行の予測によると、都
市部の住民は2050年までに世界人口の３分の
２超を占めるという2。都市人口の増加が加速
する今、世界各国の政府機関はリスク管理体制
の見直し、そして先行き不透明な時代の長期的
リスクに備えた都市レジリエンスの強化を求め
られているのだ。

2023年、世界は記録上最も気温の高い３ヵ
月3を経験し、未曾有の海面水温上昇と異常
気象に見舞われた。都市部の観光地も繰り返し
猛暑に見舞われ、世界各地では体調不調を訴
える、あるいは日常生活に支障を来す市民が
続出4。過去最悪の熱波に襲われた中国でも、極
暑対策として改装された地下壕に人々が涼を求
めて殺到した。一方、豪雨による被害を受けた
地域も少なくない。例えばインドでは、激しい
モンスーンによって北部地方の橋・住宅に甚大
な被害が発生する中で、ニューデリーでも約
40年ぶりとなる一日あたり最大の降雨量を記録
した。米国 カリフォルニア州には、84年ぶり
となる熱帯性暴風雨“ヒラリー”が上陸。ロサン
ゼルスではほぼ一年分にあたる降雨量を一日で
記録し、洪水被害が広がった5。９月には香港
も、記録開始以来140年間で最も激しい雨に襲
われている。また世界各地の都市では、気候変
動とは関連のない自然災害も猛威を振るった。

例えばシリア・トルコでは、２月に発生した大
地震（約6万人が犠牲になった）からの復興作
業が続いており、都市レジリエンスと建築基準
に関するガバナンス徹底の重要性が改めて浮き
彫りとなった6。ウクライナ紛争に端を発したエ
ネルギーの価格高騰・供給不足も、家計の逼迫
を深刻化させている7。

人口密度とインフラの独立性が高い都市で
は、災害が甚大な人的被害につながりやす
い。また貧困・格差・無秩序な開発などにより、
社会不安・暴動の発火点となる恐れも大きい。
「世界の主要都市部、特に新興国の都市部では、
リスクが急激に高まっている」と指摘するの
は、南アフリカ ケープタウン市の長期計画・レ
ジリエンス統括エグゼクティブ・ディレクター 
Gareth Morgan氏。

こうした都市の現状を受け、Economist 
Impactが作成した『Resilient Cities Index』
［都市のレジリエンス指数］は、『基幹イン
フラ』・『環境』・『社会組織的ダイナミズ
ム』・『経済』という四つのカテゴリーに分類
し、都市の防災体制・レジリエンスを包括的に
評価する試みだ。今回の調査では、世界の都市
が防災体制・レジリエンス強化を理論から実践
段階へと移行させていること、そしてレジリエ
ンス・サステナビリティ両立の重要性が高まっ
ていることが明らかとなった。都市システムの
複雑さやダイナミズム、様々な指標の複雑な
因果関係もあり、本調査では必ずしも都市レ
ジリエンスの全容を網羅できたわけではない。

はじめに：都市の時代
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しかし、密接な相関関係を持つ要因を可能な限
り同一の枠組みへまとめ、サブシステムの構築
を試みた。例えば都市の気候レジリエンスにつ
いては、カーボンニュートラル目標、長期的視
点に基づくインフラ設計、交通機関の電動化と
いったテーマと関連付けながら検証を行ってい
る。また『社会組織的ダイナミズム』は、他の
カテゴリーをサポートする指標としても重要な
役割を担っている。例えば、『環境』カテゴ
リーの指標の一つ “効果的な危機管理”は、“自治
体のデジタル化”・“都市のインクルーシブネス

［包摂性］”・“能動的な組織文化”といった同
カテゴリーの指標と密接な相関関係にある。

都市計画とガバナンスにおいて、政策とそれ
らの導入・実践のギャップが都市レジリエンス
強化の大きな課題となるだろう。先行き不透
明性が高まる中、都市は環境・社会・経済と
いった分野におけるレジリエンス強化の必要性
を認識している。しかし、具体的な方策を実行
する都市は依然として限られるのが現状だ。
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都市の基幹インフラ（本調査では電気・水道・
交通機関・建物・デジタル接続性などの指標を
含む）には、住民の日常的なニーズを満たし、
非常事態に対応し、災害からの復旧を支援する
能力が求められる。

防災対策の重要性

『都市の基幹インフラ』カテゴリーでは、ペル
シャ湾岸地域・アジアの高所得国都市が優れた
パフォーマンスを見せ、ドバイ・上海・シンガ
ポールがトップ４入りを果たした。高い財政力
を活用し、未開発地域で新規インフラ開発を進
められる新興国であること（数十年・数百年前
に構築されたインフラの老朽化に直面するヨー
ロッパの都市とは対照的に）などがその背景と

して考えられる。またドバイ・シンガポールの
場合は、面積が限られた小国であることの恩恵
も寄与している。

一方、膨大な人口を抱える新興国の大都市ラ
ゴス・ダッカ・ジャカルタは、同カテゴリーで
スコアが低迷した。その一因となっているの
はガバナンス体制の不全だ。今回の調査では、
汚職蔓延度の高い都市が同カテゴリーの様々な
指標で低スコアに終始した。

また電力網の老朽化を背景としたエネルギー
貧困*の深刻化も課題だ。国際エネルギー機関
［IEA］によると、電力の供給されない環境で
生活する人口は、世界全体で約７億7500万人
に達している8。特に低中位所得国・上中位所得
国に位置する都市（アジア太平洋地域・中東・
アフリカに集中）の多くは、電力の供給体制に
課題を抱えている（表1参照）。2022年にプ
エルトリコが経験したように、非常時には老朽
化が進む脆弱なインフラが影響の悪化を招きか
ねない。Resilient Cities Networkのプログラ
ム・実施統括グローバル・ディレクター Katrin 
Bruebach氏によると、「（同国を襲った）ハ
リケーンは、電力システムと基幹インフラを全
て破壊した。コミュニケーションや電力確保の
手段は他になく、医療機関でさえも補助発電機
を備えていなかった」という。2017年に襲っ
たハリケーンの経験を電力網の近代化に活かせ
なかったことが事態をさらに悪化させたのだ。

*エネルギー貧困＝エネルギー価格の高騰などの影響によ
り、冷暖房や調理、照明など、生活に必要なエネルギー
サービスを十分に享受できない状態

第１章：基幹インフラ



©Economist Impact 2023

Resilient Cities Index 10

こうした事例は、新興国の都市に限られた
ものではない。例えば、ハリケーン・サン
ディが（高所得国である）米国 ニューヨー
ク市を通過した際には、複数の医療機関が停
電し、約200名の患者が避難を余儀なくされ
た9。背景には電力会社が長期計画策定の際
に耐熱性の高い素材の活用や、浸水リスクの
低い地域への施設移転など、気候変動の対策
を怠っている現状が浮かび上がる10。

都市レジリエンス強化の鍵となるもう一つ
の要因は、過去の経験から学び、実践的に
その教訓を活かすことだ。破壊的な自然災害
の経験を元に、世界有数の防災・コミュニ
ケーション体制を構築した都市も少なくな
い。地震による主要給水管の破損という経験
を改革につなげたニュージーランド クライス
トチャーチ市はその一例だ。Bruebach氏に
よると、同市は「地震による被害が生じても、
水道水を６ヶ月間供給可能なシステムを構築
した」という。

スコア 0 1  ２ 3 4
アムステルダム
バルセロナ
香港
メルボルン
ミュンヘン
パリ
シンガポール
東京
ドバイ
ロンドン
ニューヨーク
バンコク
ケープタウン
イスタンブール
ロサンゼルス
ニューデリー
サンティアゴ
上海
ワルシャワ
カイロ     
ジャカルタ
ラゴス
サンパウロ
ダッカ
メキシコシティ

注：スコアは４点満点（４＝公共交通機関の質が最も高い）
資料：Economist Impact 2023年

ラゴス

15,387,639

4,800,954

32,065,760

22,085,139

11,074,811

22,478,117

ケープタウン ニューデリー メキシコシティ ジャカルタ ダッカ

表1：電力供給体制の不備は都市レジリエンスの足かせに
調査対象都市の住民のうち１億700万人超は、電力網が不備な状態に置かれており、日常的に停電リスクに晒さ
れている

注：頻繁あるいは日常的に停電を経験し、電力網の維持管理体制に不備がある地域の住民数
資料：Economist Impact 2023年

表２：優れた公共交通網は
都市住民のモビリティを向上
ヨーロッパ・アジア太平洋地域の高所得国都市は、
公共交通網の質で他地域をリード
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危機とコミュニケーションの重要性

都市におけるモビリティと生活の質には密接な
相関関係がある。世界各国の自治体は、移動時
間の短縮や渋滞解消、大気の質改善に向け、ス
マートモビリティ・ソリューションの導入を
積極的に進めている。世界のスマート・モビ
リティ市場は2020年から2027年にかけて年
間20％のペースで成長し、市場規模も2027年
までに705億ドル（約10兆5000億円）へ拡大
する見込みだ11。

交通インフラは、非常事態発生時に被害者・
第一対応者*をつなぎ、対策や復旧に向けた取
り組み（例：被害者の避難や救援物資の供給）
を行う上で極めて重要な役割を果たす。しかし
世界の都市の多くでは交通渋滞が慢性化して
いるのが現状だ。今回の調査では、救急サー
ビスの初動対応時間が10分以内であった対象
都市は25のうち6にとどまった。また対象都市
の40％では、渋滞管理や交通インフラの最適
化（例：信号の同期化による救急車両の効率的
移動）に効果的な高度道路交通管理テクノロ
ジー［intelligence transport management 
technology］が導入されていない。温室効果
ガスの削減や社会的格差の解消につながる公共

表３：救急サービスの初動対応時間が
10分以下の対象都市はわずか6都市

初動対応時間が
10分以下の都市

ドバイ
イスタンブール
ロンドン

ロサンゼルス 
ミュンヘン
東京 

資料：Economist Impact 2023年

表４：長期的視点に基づくデジタル・
シティとサイバーセキュリティ体制
比較的良好なパフォーマンスを示したカイロの取り組み
は、他の低所得国都市によるサイバー対策強化のヒントに

スコア 1 ２ 3 4
ドバイ
ロサンゼルス
ニューヨーク
シンガポール
アムステルダム
バルセロナ
カイロ
ケープタウン
イスタンブール
ジャカルタ
ロンドン
メルボルン
ミュンヘン
パリ
サンティアゴ
サンパウロ
上海
東京
ワルシャワ
バンコク     
ダッカ
香港
ラゴス
メキシコシティ
ニューデリー

注：スコアは４点満点（４＝サイバーセキュリティの質が
最も高い）
資料：Economist Impact 2023年

交通の効率化も大きな課題だ。対象都市の半数
以上（56％）は、交通網の老朽化、サービス不
全、慢性的渋滞などを背景とした公共交通網の
非効率性に悩まされている。例えばニューヨー
ク市では、電車の遅延によるプラットフォーム
での平均待ち時間が１ヶ月あたり64分に達して
いる12。

*第一対応者［ファースト・レスポンダー］＝災害や事故
による負傷者に対して、最初に対応する人（救助隊・救
急隊・消防隊・警察など）
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自治体が基幹サービスの提供チャンネルとし
てデジタル・テクノロジー活用を拡大させる中、
デジタルインフラ（社会組織的レジリエンスと
同様）の重要性も高まっている。対象都市の多
くは、身分証明カードの申請、税のオンライン
申告、住民向け制度のオンライン検索といった
電子政府の関連指標で優れたパフォーマンスを
示し、平均スコアは68.8に達した（最高スコア
は100）。ただし、非常時に市民がリアルタイ
ムで状況報告を行うなど、情報交換は双方向で
行われることが望ましい。デジタルインフラの
レジリエンス強化につながるネット接続の速度
向上を目指し、多くの都市は５Gネットワーク
の拡充を積極的に進めている。

世界規模でコネクティビティが高まる中、サ
イバー攻撃の件数・深刻度は悪化の一途を辿っ
ている13。例えば、政府機関へのサイバー攻撃
件数は2020〜2021年にかけてのわずか１年で
95％増加14。セキュリティの不備が、洪水対策
や放射能漏れ検知、交通モニタリングなどに深
刻な影響を及ぼす懸念も高まりつつある15。今
回の対象都市は、全25都市のうち19都市が75
点以上を獲得するなど、この分野で優れたパ
フォーマンスを示しており、積極的にサイバー
対策・意識向上に取り組む様子が伺える。特に

上位を占めた都市（ドバイ・ロサンゼルス・
ニューヨーク・シンガポール）は基幹インフラ
の保護だけでなく、ネットワーク・セキュリ
ティ監視や攻撃検知、脆弱性の特定に向けた
ツールの活用といった先進的取り組みを進めて
いる。またカイロ・ジャカルタ・サンパウロな
ど低中位・上中位所得国の一部都市も、サイ
バーセキュリティ体制の構築を積極的に行って
いる（表4参照）。例えばカイロは、電気通信
など特定セクターのサイバー対策を国レベルの
タスクフォースが中心となって推進中だ。同タ
スクフォースは、教育機関との連携を通じ、サ
イバーセキュリティ研修の実施や認定制度の
設置にも取り組んでいる16。

不可避なリスクへの対応

温室効果ガスの発生源として79％を占めるイン
フラは、脱炭素戦略の推進の鍵となる領域だ17。
特に柔軟かつ適応力・持続可能性の高いインフ
ラ構築に向けた規制的枠組み・政策・戦略の
策定は、CO2削減の取り組み（そして気候変動
対策）に重要な役割を果たすだろう。この分野
では多くの都市が革新的ソリューションを打ち
出している（表５参照）18 19。

表５：気候レジリエンスに適応した都市・建築デザイン

リスク デザイン

熱ストレス 1.	建物の冷却・日よけを目的とした緑化屋根・緑の回廊の設置（例：シンガポール）
2.	建物の表面熱軽減を目的とした熱反射材の活用（例：アフマダーバード）
3.	壁断熱材・二重窓を活用した熱伝導の軽減（例：ロンドン）
4.	通風性の向上を目的とした主要地区の建物高さ制限（例：上海）
5.	より温暖な気候に適した植物への植替え（例：バルセロナ）

沿岸部の洪水・
海面上昇

1.	沿岸部の洪水対策としてマングローブ林を活用（例：ホーチミン）
2.	河川・池・湿地などにおける（降雨・豪雨による）雨水の排水・貯留・ろ過を目的と

した自然排水路の整備・強化（例：ニューヨーク）
3.	洪水対策として人工の防潮堰を設置（例：ロッテルダムのMaeslant barrier）

資料：国連環境計画・C40 Cities Knowledge Hub・Economist Impact 2023年
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レガシー・インフラで長期的視点に基づく温
暖化防止テクノロジーのレトロフィットには、
膨大な費用が伴うことも多い。そのため、長期
間にわたる効率的運営には入念な計画が欠か
せない20。例えば、築年数の古い住宅のガスボ
イラーをより効率性の高いヒートポンプと交換
する作業は、屋内あるいは外壁の上に断熱材を
追加する必要があるために困難が伴う21。内壁
に断熱材を後入れするため床を持ち上げる、あ
るいは外壁の上により厚みのある断熱材を追加
するといった工事が必要となる。

自治体による既存・新規建築物のレジリエン
ス強化には様々な方法がある。例えばニュー
ヨーク市は、屋根面積の50％以上を緑化した市
内の住宅・商業建築物を対象に１年間の減税措
置を施行している。最近行われたマッピング調
査によると、合計100万棟のうち緑化屋根を設
置した同市内の建物は1％に満たず、取り組み
の余地は極めて大きい22。

コスト・廃棄物・CO2を削減するためには、
機能性・耐久性・改修の容易さを考慮に入れた
建築設計も不可欠だ。世界のモジュラー建設市
場の規模は、2022〜2027年にかけて910億
ドル［約13.6兆円］から1204億ドル［約18兆
円］へ拡大すると予測されている23。こうした

流れを背景に、一部の自治体は長期的視点に基
づく建築設計の支援策を打ち出している。長期
的ライフサイクルと将来的改修を考慮に入れた
デザインを義務づける、オーストラリア メルボ
ルン市の建築設計基準はその一例だ24。

都市レジリエンス強化のためには、電動化の
加速など、長期的視点に基づいた交通インフ
ラの設計も欠かせない。排出ガス規制の強化
によって電気自動車［EV］の普及が進む現在、
（充電施設をはじめとする）支援インフラの拡
充が急務となっており、世界各地で新たな政策
が打ち出されている。例えば、2023年２月に
承認された欧州連合［EU］の法案は、2035年
を目処に内燃機関自動車の製造を禁止。中国政
府もクリーンエネルギー自動車の割合を2025
年までに20％、2035年までに100％へ拡大す
る意向を示している。

国際クリーン交通委員会［ICCT］によると、
中国は既に“EV主要普及都市”［electric vehicle 
capitals］上位25都市のうち13を占めている25。
東京・パリ・ロンドン・アムステルダム・ロサ
ンゼルス・ニューヨークなど、この中には今回
調査対象となった都市の一部も含まれている。
対象都市のうち、交通機関の電動化推進に向け
た計画を未策定の都市はダッカだけだった。

 中国      ヨーロッパ      米国      その他 

資料：国際エネルギー機関・Economist Impact 2023年

表６：EVの普及は加速傾向
2016〜2023年のEV売上台数推移［単位：百万］

20172016 2018 2019 2020 2021 2022 2023

8

7

5

3

1

6

4

2
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都市は自然環境がもたらす様々な要因の影響を
受ける。『環境』カテゴリーでは、環境面のレ
ジリエンスを洪水・熱ストレス・大気汚染・
防災管理・脱炭素・廃棄物管理という六つの
指標に基づき評価する。これらの指標は、各
都市が直面するリスクの度合い、そして将来的
変化への対応度を反映するものだ。

都市と極暑対策

世界の都市は、今後深刻化が予測される極暑に
対策を講じ、インフラ設計を見直す必要があ
る。2023年の6月から9月にかけ、極端な高温
を30日間以上経験した世界人口の割合はほぼ半
数に達した。人為的活動に由来する気候変動を
背景に、極暑の発生率は３倍に増加しており26、

第２章：環境

サンパウロ

シンガポール

メルボルン

ジャカルタ

バンコク

ダッカ 香港
上海

東京

サンティアゴ

ラゴス

メキシコシティ

ロサンゼルス
ニューヨーク

ケープタウン

ロンドン ワルシャワ

バルセロナ イスタンブール

ドバイ
ニューデリーカイロ

アムステルダム

パリ ミュンヘン

10 50

表７：2030年の熱ストレス予測マップ

メルボルン 10.3
ケープタウン 17.7
サンパウロ 22.8
アムステルダム 23.0
ロンドン 23.9
メキシコシティ 26.7
パリ 26.8
ミュンヘン 27.2
ワルシャワ 27.5
サンティアゴ 28.6
イスタンブール 28.8
バルセロナ 30.8
ラゴス 32.9
ニューヨーク 33.7
東京 33.8
ロサンゼルス 34.2
シンガポール 34.4
香港 35.2
上海 37.2
ダッカ 37.2
ジャカルタ 37.8
バンコク 38.4
ニューデリー 41.1
カイロ 42.2
ドバイ 49.0

注：Universal Thermal Climate Index［UTCI］は、特定気象条件下での人体の生理的快適性を表す生物気候指数。暑熱ストレスは、1年で最も暑い月（北半球の
都市は７月、南半球の都市は１月）のUTCIの日平均最大値を表すUTCIマグニチュードに基づいて測定される。2030年の予測値は、2021年から2040年の平均値
に相当する
資料：Economist Impact 2023年
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影響を受ける可能性の低い都市はごくわずかだ。
マドリッドからカイロまで、地中海地域の都市
の多くは40℃超えの極暑に見舞われ、政府は電
力網への負荷を軽減するため計画停電の実施を
余儀なくされた。「これまで想像にしなかった
事態だが、今後こうしたケースはさらに増加す
るだろう」と指摘するのは、香港科技大学の教
授で環境研究所 開発研究担当チーフストラテジ
ストを務めるChristine Loh氏。

気温上昇は極暑の頻発と長期化につながり、
特に都市部ではヒートアイランド現象が深刻
な影響をもたらしている27。また気温・湿度の
上昇は、熱中症・熱性疲労・脱水症状・呼吸
障害といった健康問題の深刻化を招きかねない。
子供・妊婦・高齢者・屋外労働従事者は、特に
大きなリスクに直面する見込みだ28。

世界各国の都市は、こうした状況に様々な
対策を打ち出している。今回の調査では、詳細
にわたる極暑対策、あるいは熱ストレスのリス
クを考慮に入れた対策を実施済みの都市が、25
の対象都市中20都市に上った（こうした取り組
みが見られない都市は、新興国に集中）。イン
フラの改修や、専任担当者の任命（例：最高熱

対策責任者［chief heat officer］）は対策の一
例だ。特に、極暑への緊急対応時の調整（例：
クーリング・センターや給水ポイントの設置）
や対策の策定を担う最高熱対策責任者29のポス
トは、マイアミ・メルボルン・ダッカ・アテネ
など数多くの都市で設置されている30。

緑地拡大や人工日よけといったインフラ強化
も極暑対策として有効だ。例えば、国内研究機
関・首相官邸による支援の下、シンガポールで
実施中のリサーチ・プロジェクト『Cooling Sin-
gapore』は、緑地の拡大や体温調節用の給水ポ
イント、移動可能な常設の日よけ設置といった
極暑対策のロードマップを打ち出している31。

効果的ソリューションの第一歩となるのは、
極暑リスクが最も高い住民グループを特定す
ることだ。リソースに限りがあり、体温調節の
手段が不足しがちな新興国の都市では特にこう
した取り組みが重要となる。Resilient Cities 
NetworkのBruebach氏によると、「特に新興
国の都市では、極暑の影響を最も受けやすいコ
ミュニティを特定する動きが過去数年で広まり
つつある」という。

極暑対策に向けたメルボルンの取り組み：オープンデータを活用した市民支援

メルボルン市 気候変動・都市レジリエンス部門の共同ディレクター Tiffany Crawford 氏
によると、同市では 2025 年までに、最高気温が 35℃を上回る年間平均日数が 11 日から
16 日へ増加する見込みだ。

“社会的保護策”の指標で最高点を獲得した３都市の一つである同市は、オープンデータ
の活用を通じ、レジリエンス・リスク・社会格差という3要素のバランスを取った対策を打
ち出している。暑さから身を守り、涼しく過ごせる場所として“気候シェルター”を社会的
弱者に提供する『ホームレス向け極暑対策プログラム』［heatwave and homelessness 
programme］はその一例だ32。

同プログラムでは、複数省庁の連携を通じた効果的データ収集・分析を通じて提供され
るオープンデータを活用している。効果的対策の鍵となるのは、徹底したデータ・マッピ
ングだ。最近実施された調査によると、猛暑を避けるために自宅から避難する住民の割合
は19％だが、公営住宅の住民では45％まで増加する。この数字からも入念なデータ分析の
メリットは明らかだろう。
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洪水リスクの管理・緩和

洪水リスクの高い地域に住む人口は、世界全体
で18.1億人（４人に１人）に達している33。人
口密度が高く、急速に都市化が進む新興国の沖
積平野・沿岸部には、世界全体の洪水リスク地
域住民の89％が集中しており、特に状況が深刻
だ34。洪水は市民の資産・生命を直接脅かすだ
けでなく、氾濫した水が水系感染症・ベクター
媒介病の温床となる35など、長期的な公衆衛生
リスクの原因になりかねない。今回の調査では、
低所得国都市（特にダッカ・ジャカルタ）のス
コアが河川洪水リスクの指標で低迷した。

Infrastructure AsiaのThiru氏によると、「現
代のインフラプロジェクトには、水管理の強化
や洪水の抑止、生態系サービスの拡大を通じた
レジリエンス・サステナビリティの向上につな
がる自然由来のソリューション（例えば緑化屋
根、自然を活用した排水システムなど）が欠か
せない」という。また雨水を回収・貯留する“ブ
ルー・インフラ”（湿地・河川・運河など）の
活用も重要だ36。浸透性材料の緑化屋根を活用
した保水性の向上（アムステルダム・バルセロ
ナ）、湿地回復と下水道網の改善（ケープタウ
ン）、雨水貯留タンクの導入支援（香港）など、
調査対象都市も様々な取り組みを進めている。

表８：河川・沿岸部の洪水リスクは特に中所得国の都市に影響
洪水リスクが高い都市の大半は、アジア太平洋地域の低中位所得国・上中位所得国に集中している
（例：バンコク・ダッカ・ジャカルタ）

注：河川および沿岸の洪水リスクは、平均年に洪水の影響を受けると予想される人口の割合に基づき評価（4＝最もリスクが高い）
資料：Economist Impact 2023年

河川の洪水リスク 沿岸部の洪水リスク
スコア１ ２ ３ ４ スコア１ ２ ３ ４

アムステルダム
バルセロナ
ケープタウン
イスタンブール
メルボルン
メキシコシティ
ミュンヘン
ニューヨーク
パリ
ワルシャワ
香港
ロンドン
ロサンゼルス
サンパウロ
サンティアゴ
シンガポール
東京
バンコク
ラゴス
カイロ     
ドバイ
ニューデリー
上海
ダッカ
ジャカルタ
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表９：大気汚染は依然として大きな課題
ランキング上位の都市でも、特定地域・時期に大気の質が低下することは珍しくない

メル
ボル
ン 東京

ニュ
ーヨ
ーク

ロサ
ンゼ
ルス パリ

シン
ガポ
ール 香港

イス
タン
ブー
ル

メキ
シコ
シテ
ィ

サン
ティ
アゴ

ジャ
カル
タ

カイ
ロ

ケー
プタ
ウン

ロン
ドン

アム
ステ
ルダ
ム

ミュ
ンヘ
ン

バル
セロ
ナ

サン
パウ
ロ

ワル
シャ
ワ

バン
コク 上海 ラゴ

ス
ドバ
イ

ダッ
カ

ニュ
ーデ
リー

注：大気の質は平均PM2.5濃度で、単位はμg/m3。数値が高いほど大気汚染が進んでいることを示す
資料：Economist Impact 2023年
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大気の質と価値

心血管疾患・呼吸器疾患の原因となるなど、大
気汚染は市民の健康に深刻な害を及ぼす恐れが
ある。世界保健機関の調査によると、都市部住
民の10人に９人は大気汚染に晒されているとい
う37。大気汚染の死亡者は世界全体で年間700
万人に上る38が、対象都市の中ではダッカ・
ニューデリーの評価が最も低かった。

近年、安価なセンサーの普及が進み、大気汚
染状況を継続的に計測することが容易となっ
た。こうしたデータを活用し、政策担当者が汚
染のホットスポットを特定することも可能であ
り、アジスアベバやデンバー、パリ、ポートラン
ド、ケソンシティーをはじめとする様々な都市が、
すでにこうした取り組みを進めている39。また汚
染状況を監視するため、テクノロジー企業・大
学・研究機関と連携を図る自治体も増加中だ40 41。

Breathe Londonと大気汚染解消に向けた取り組み

1952年に発生し、１万人以上の犠牲者を出した史上最大規模の公害事件“ロンドンスモッ
グ”［Great Smog of 1952］42以降、ロンドン市は大気の質改善に向けた様々な取り組み
を行ってきた。しかし同市の大気汚染は依然として深刻なレベルにある。インペリアル・
カレッジ・ロンドンが2021年に実施した調査によると、酸化窒素・粉塵を高濃度で含む大
気が原因となる癌・ぜんそく・肺疾患の死亡者は、毎年約4000人に上るという43。自治体
が新たな対策に乗り出したのはそのためだ。

大気の質改善を目的とするコミュニティ・ベースのネットワークBreathe Londonは、
学校・病院・美術館・博物館・文化施設など公的施設、および地域社会に選択された市
内全域の重点施設およそ350ヶ所で監視を行うと共に、最先端研究や啓蒙活動を支援する
予定だ44。

同市はその他にも、古い年式のディーゼル車両（ガソリン車よりも有害な酸化窒素を
排出）を対象とした通行税徴収といった対策を進めている。2019〜2021年を通じて中心
部の酸化窒素濃度が４分の１以上減少する45など、成果は着実に現れつつある。
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早期警戒システムの重要性

1970〜2019年の50年間、異常気象・気候
変動・水関連の災害は世界各地で毎日発生して
おり、１日平均115人の犠牲者と2億200万ド
ル［約300億8000万円］の被害を出している46。
こうしたデータを見ても、早期警戒システム
［EWS］を通じて暴風雨・洪水・地震などの
発生前に警報を発表し、住民による対策や行動
時間の確保を可能にすることは極めて重要だ。

暴風雨・極暑の24時間前に情報共有を行うこ
とで被害を３分の１程度軽減できるなど、早期
警戒システムには大きな効果が期待できる。
Global Commission on Adaptation［気候
変動適応グローバル委員会］によると、新興国
で早期警戒システムの開発に８億ドル［1465
億円］を投資すれば、年間30億から160億ド
ル［約5494億円から2兆9300億円］の被害が
回避可能だ47。同システム導入の必要性はこの
データからも明らかだが、世界全体の３人に１
人は依然として対象になっておらず、特に社会
的弱者は不利益を被っている。また世界の国々

表10：早期警戒システムの普及は喫緊の課題
早期警戒システムの対象人口は、世界全体で３人に１人にとどまっている。調査対象
都市でも合計2000万人以上（スリランカの人口に相当）が対象外となっており、深刻化
の一途を辿る災害リスクが懸念される

早期警戒システムの
対象外

早期警戒システムに
マルチハザード・アプ
ローチが未導入

16,802,141
人

21,046,111
人

資料：Economist Impact 2023年
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の半数ではマルチハザード早期警戒システムが
運用されておらず、防災計画との連動に必要な
法制度が整備された国はさらに少ない48。こう
したシステムは導入するだけでなく、適切な
維持管理を行うことが不可欠だが、2021年に
西ヨーロッパで発生した洪水では機能不全に
よって多数の犠牲者が出た49。国際連合［国
連］のアントニオ・グテーレス事務総長は
2022年、世界の全人口を2027年までに早期
警戒システムの対象とするよう呼びかけている。

早期警戒システムには様々なアプローチがあ
るが、最も普及が進み効果的なのはソーシャル
メディア・電話相談窓口・スマートフォンアプ
リ・ラジオ・テレビ・テキストメッセージと
いったメディアの活用だ。ただしコネクティビ
ティや通信インフラの普及度は国や地域によっ
て大きく異なり、新興国の地方部では教会の鐘、
拡声器、サイレンなどが補助的手段として利
用されることも少なくない50。今回の調査では、
マルチハザード早期警戒システムを未整備の都
市がアムステルダム、バルセロナ、イスタン
ブール、ラゴスの４都市にとどまっている。ま
た一部の対象都市では、特定リスクのみを対象
とした災害監視体制などが課題として見られた。

同指標で優れたパフォーマンスを見せた東京
では、早期警戒体制の強化に向けて最新テクノ
ロジーの活用が積極的に進められている。例え
ば、衛星技術を駆使したJアラート［全国瞬時
警戒システム］は、災害発生直前・直後の重要
情報を全国の自治体へ数秒以内に発信するこ
とができる51 52。同国ではドローンを活用した
早期警戒・災害復旧支援の実証実験53 54や、太
陽光発電を動力源とするスマートセンサーを
河川に設置し、水位を監視する取り組みも行わ
れている55。また2016年に発生した熊本地震
では、リアルタイム被害推定システムによっ
て共有された暴露人口などの被害推定データ
が、現地の災害対応チームによる迅速な行動を
後押しした56。気象庁も将来的な地震リスクを
検証するため、AIを駆使し地震データのパター
ンを検証する地震早期警戒システムを稼働させ
ている。香港はベストプラクティスを実践す
る国・地域のもう一つの例だ。香港科技大学
のLoh氏によると、同地域では科学的基準に基
づき暴風雨を距離に応じてランク付けし、警報
を発信するサービスが提供されている。「香港
ではあらゆる住民がその重要性を理解し、科学
的根拠に基づき長年提供されるこのシステムに
従って暴風雨の備えを行っている」という。

脱炭素目標実現の道筋と実践に向けた課題

多くの国が今世紀半ばまでのカーボンニュートラル［炭素中立］を目指す中、世界ではネッ
トゼロ実現の機運が高まっている。今回調査対象となった都市の多く（76％）は目標を掲
げているが、ロードマップの策定に不可欠な具体的行動計画が見られないケースがほとんど
だ。また多くの都市は電力需要を満たすため、化石燃料を使用した発電方法に大きく依存し
ており、二つの例外（サンパウロ・サンティアゴ）を除いては、所在国の発電量に占める再
生可能エネルギーの割合が50％を下回っている。再生可能エネルギーの発電コスト低下に
より、電源の脱炭素化は以前よりも容易になりつつある。しかし、ガバナンス不全・効果の
低い補助金制度・人件費の高騰などの要因が取り組みを阻んでいるのが現状だ57。

また都市の多くは、大気中の二酸化炭素［CO2］除去をネットゼロ実現に向けた取り組
みの一つとして盛り込んでいる。CO2の除去には、植林・緑化など自然由来のソリュー
ションやテクノロジー・ソリューションといった選択肢があり、対象都市のうち16都
市は後者の活用を検討中だ。しかしCO2の回収・活用・貯留に向けた技術開発は依然と
して初期段階にあり、大規模な実用化にはさらなる研究開発と実現性評価［feasibility 
assessment］が欠かせない。こうした現状を考えれば、規模拡大が比較的容易な自然
ベースのソリューションにも目を向けるべきだろう。
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都市レジリエンスの強化は、公的情報のインク
ルージョン［包摂性］やアクセス性、信頼度と
いった社会組織的ダイナミズム、および健康や
ウェルビーイングなどの影響を大きく受ける。
『社会組織的ダイナミズム』カテゴリーでは、
電子政府プラットフォーム・犯罪発生率・安全
性・所得格差・社会的保護制度などの指標を
検証した。これらは非常時における社会として
の対応力や回復力を大きく左右する要因だ。

社会的一体性の危機

社会的格差は都市のレジリエンスを評価する上
で極めて重要な指標だ。所得やリソースに格差
が生じれば、社会的弱者のウェルビーイング低
下を招き、危機に際した都市の対応力・回復力
を著しく損なう。特に新興国ではモビリティや
雇用、教育機会、医療機関へのアクセスが限ら
れ、健康水準が低い地域に社会的弱者が集中し
がちだ58。新型コロナウィルス［COVID-19］
パンデミックでは、こうした構造的格差がウィ
ルス拡散を招き、一部の国ではリスク配分の不
均衡が医療機関のひっ迫につながった。

高齢者は異常気象や極暑の影響を特に受けや
すいが、それは高齢であることに加え低所得・
社会的孤立・健康不良や身体の不自由さ・住環
境水準の低さも影響している。東京やミュンヘ
ン、パリ、香港、アムステルダム、バルセロナ
など一部の対象都市では高齢化が急速に進行
し、65才以上の高齢人口が20％超を占めてい
る。2050年までに高齢人口が16億人に倍増す
ることを考えれば、こうした現状は大きな懸念
材料だ59。

第３章：社会組織的ダイナミズム

「リソースが限られる、慢性疾患を抱えてい
る、あるいは生活・労働環境で問題に直面して
いる住民は、非常事態から深刻な影響を受けや
すい」と指摘するのは、ロンドン市の防災・
レジリエンス担当副市長 Fiona Twycross氏。

表11：社会全体のウェルビーイング実現
に向けた少数者支援
この指標で高スコアを獲得した都市は、（所得水準以外の
基準で）社会的弱者を特定し、明確なプログラムを打ち出
している

スコア ０ １ ２
アムステルダム
バルセロナ

ケープタウン
ダッカ
イスタンブール
ロンドン
メルボルン
パリ
ワルシャワ
バンコク
ドバイ
香港
ロサンゼルス
メキシコシティ
ミュンヘン
ニューデリー
ニューヨーク
サンパウロ
シンガポール
東京     
カイロ
ジャカルタ
ラゴス
サンティアゴ
上海

注：スコアは２点満点
（２＝社会的弱者支援の質が最も高い）
資料：Economist Impact 2023年
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「貧困状態に陥れば、洪水リスクの高い地域の
移転が難しいし、借家の住人が家に安全対策を
施すことも容易でない。社会的孤立状態にあれ
ば、極暑での生存率も低下するだろう。大ロン
ドン庁［Greater London Authority］が、自
治体レベルの資金やその他支援を最も必要性の
高い市民へ重点的を行い、生活環境・公平性・
安全性の向上を図っているのはそのためだ。」

インクルージョン［包摂性］の指標で高スコ
アを獲得した都市は、社会的弱者（若者世代・
高齢者・移民を含む）の支援に向けた専門プロ

グラムや都市レベルの計画を推進している。こ
うした取り組みは、非常事態発生前後におけ
る対応の質を左右する社会的な一体性・ネッ
トワーク・組織体制の強化につながる可能性が
高い。

“備え”の意識とレジリエンス

複数の専門家によると、リスク管理の重要な側
面である“備え”の文化を醸成するためには、市
民の幅広いコンセンサスと支持が不可欠だ。対
象都市の多くは、教育や啓発活動を通じた認知

社会的セーフティネットの課題と対策

個人・家庭・企業をリスク・非常事態・災害から保護するため、都市は政策・プログラム
など様々な取り組みを進めている。失業保険・食料支援プログラム・高齢者向けの年金・
医療サービス・住宅支援・保険などはその一例だ。

だが、あらゆる市民（特に社会的弱者）を保護することは決して容易でない。例えば新
興国の都市では、保護を必要とする市民の特定が大きな課題だ。申告納税制度が十分に整
備されておらず、大規模なインフォーマル・セクター*を抱える都市ではこうした取り組み
が特に難しい60。一部の都市では、政府とNGO・地元コミュニティグループの連携を通じ
たデータベースの構築が進められている。

認知不足も深刻な課題だ。インドをはじめとする新興国では、医療保険をはじめとする
社会的セーフティネットの認知が進んでおらず、政府が補助金を提供しても加入をためら
う市民が少なくない61。ダッカ、ジャカルタ、ニューデリー、ラゴスといった新興国の調査
対象都市では、社会保障関連の給付金を全く受給していない住民の割合が70％超に達して
いる。

保険など他に選択肢となるセーフティネットも（特に低所得国の都市では）利用率が
低い。自然災害・気象災害の被害額が2020年までの10年間で過去最高水準に達する一方、
気候関連対策への投資不足を背景に格差はさらに悪化した62。保険はリスクを転嫁し防ぐだ
けでなく、認知度向上の手段としても効果が高い。しかし多くの対象都市は、災害復旧に
不可欠なこの仕組みを十分活用していないのが現状だ。

包括的なセーフティネットを整備し、（特に社会的弱者への）サービス提供・アクセス
拡大を進めるためには省庁・部門の枠組みを超えた連携が欠かせない。例えばカザフスタ
ンをはじめとする国々は、セーフティネットへのアクセス向上に向けた取り組みを推進。
パンデミック期間中は、インフォーマル・セクターの労働者を対象とする一時支援金の
給付をオンラインサイトで通知し、500万件の申請件数を記録した63。

*インフォーマル・セクター＝経済活動を行っていても法的手続きを取っていない非公式の企業・活動
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度向上やメディア・キャンペーンといった
取り組みを進めている。特に高スコアを獲
得した都市では、包括的かつ詳細にわたる
情報発信の取り組みが目立つ。「レジリエ
ンスの高い防災体制には、幼稚園の年齢か
ら始まる教育とリスク管理意識の醸成が欠
かせない」と指摘するのは、慶応義塾大学
大学院 政策・メディア研究科教授のラジ
ブ・ショウ氏。「世界のどこでも応用可能
な形で、幼い頃からリスク軽減という考え
方を植え付けることが重要だ」という。

備えの文化は、災害レジリエンス強化に
向けた日本の取り組みにおいて鍵を握る要
因だ。「日本の防災能力は、テクノロジー
だけでなく人によって支えられている。社
会に根ざした“備え”という文化は、過去
の災害への効果的対応で重要な役割を果
たしてきた」と同氏は指摘する。住民向
けの防災教育は、ニューデリーでも積極
的に行われている。例えばDelhi Disaster 
Management Authority［デリー災害管理
局］は、メディアを通じた意識向上キャン
ペーンや防災訓練を実施し、火災・洪水・
地震など非常事態の発生時、あるいは発生
前後における安全確保のガイドラインを
提供している64。

表1２：“備え”の文化は
市民の能動的な防災対策に不可欠
低中位所得都市では備えの文化の醸成度が大きく異なる
が、ニューデリーの取り組みは他の都市３にとっても有用
な参考事例に

スコア ０ １ ２ ３
アムステルダム
香港

ロサンゼルス
メルボルン
メキシコシティ
ニューデリー
ニューヨーク
パリ
上海
シンガポール
東京
ワルシャワ
バルセロナ
ケープタウン
ドバイ
ジャカルタ
ロンドン
ミュンヘン
サンティアゴ
サンパウロ     
ダッカ
イスタンブール
ラゴス
バンコク
カイロ

注：スコアは３点満点（３＝備えの文化の醸成度が最も高い）
資料：Economist Impact 2023年

コミュニティの力とインクルージョンを通じたレジリエンス強化

“ディープ・レジリエンス” は、複数のリスクシナリオに対応可能な備えの基本となる。都
市がこうした体制を実現する上で不可欠なのが、インクルーシブ［包摂的］なアプローチだ。

「レジリエンス戦略は、自治体職員のデスクワークによって生み出されるものではない」と
指摘するのは、Resilient Cities Network のプログラム・実施統括グローバル・ディレクター 
Katrin Bruebach 氏。「コミュニティの代表者や社会的弱者など、様々なステークホルダー
を交えた対話を実施し、非常事態がもたらすインパクトやストレスなどについて最も影響
を受けやすい人々の声を聞くことが重要になる」という。

例えば神戸市では、地震・台風など早期注意情報の発表時に、学校を周辺２km以内の住
民のレジリエンス・ハブとして活用している。市内にある191の小学校は、避難センター
や非常用品（毛布・食料など）の備蓄ポイント、コミュニティレベルの避難訓練の場所と
して機能。こうした取り組みは、諮問委員会を通じた小学校との連携、自治体による補助
金、救急サービスとの協力関係によって正式に実現した。
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都市は成長推進の要因として極めて重要な存在
であり、過去50年間を通じ機会の提供役とし
て人口流入の原動力となってきた。ただし都市
経済には様々なリスクがつきまとう。例えば、
一部のセクターへ過度に依存すれば、非常事態
からの回復力低下を招く景気減速や格差悪化に
つながりかねない。『経済』カテゴリーではこ
うした要因を考慮に入れ、経済の頑健性、リス
クとエクスポージャー、イノベーション・起業
家精神、人的資本という四つの指標に基づき
都市の経済的レジリエンスを評価した。

経済の相互関連性

パンデミックに伴う景気悪化や米国と中国の
地政学的対立を背景とした技術拡散の減速、ウ
クライナ紛争によるエネルギー価格の高騰
など、世界は近年様々なマクロ経済危機に直面
している。こうした危機は世界のあらゆる国に
影響を及ぼしているが、優れた対応力や回復力
を見せた国もある。今回の調査では、都市に
おけるGDPの変動を分析し、経済的エクスポー
ジャーを評価した。

非常時における都市の回復力は、世界経済と
の結びつきの度合いや、災害復興への投資に不
可欠な地域経済の安定性に左右される65。19世
紀末に始まったグローバリゼーションの流れは、
国外から提供される商品・サービスへの複雑な
依存状態を加速させており、世界の貿易額は
2021年時点で過去最高の28.5兆ドル［約4260
兆円］に達した66。サプライヤーベースの多角
化を進めなければ、マクロ経済の混乱に伴う必
需品（食料・エネルギーなど）の供給停止と

いう事態に直面する可能性が高い。例えば食料
の90％を輸入に頼るシンガポールでは、多角的
な供給体制の構築がパンデミック期間を通じた
食料安全保障の確保に重要な役割を果たした67。

長期的レジリエンスとイノベーション

都市が掲げる気候・レジリエンス上の目標を具
体的方策として実践するためには、大規模な
イノベーション、ひいては安定したビジネス
環境が不可欠だ。効率的な公的手続や効果的な
法規制、明確な財産権などは、ビジネス環境の
健全性を示す重要な指標となる。今回の調査
では、所得水準に関わらず多くの都市が良好
なスコア（平均66.3［100点満点］）を記録
したが、気候イノベーションの分野では課題も
見られる。例えば、今世紀半ばまでに削減が
求められる温室効果ガスの約半分は、現時点
で市場化されていないイノベーションの活用
に依存している68。またサイバー攻撃の増加を
受け、テクノロジー・サービス分野の市場規模
が２兆ドル［約300兆円］に拡大するなど、サ
イバーセキュリティ分野も懸念材料だ。

優れたイノベーション・エコシステムを持つ
都市は、こうした課題の解消に重要な役割を果
たす可能性が高い。今回の調査では、革新的
なビジネス・エコシステム（特許件数・研究
開発投資額を評価）の指標において、ニュー
ヨーク、ロンドン、ロサンゼルスが最高スコア
を獲得した。例えば米国では、気候テック・
スタートアップの資金調達額が2022年に200
億ドル［約3兆円］に達しており、厳しい環境
にもかかわらず市場の活気が失われていない69。

第４章：経済
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ニューヨーク市も、最新のサステナビリティ計
画で起業活動やイノベーションを重点分野とし
て掲げており、低炭素の建材・工法の開発促進
に向けた既存助成制度のマッチングサービスな
どを企業向けに提供する予定だ70。

またこの指標では、上海・ニューデリーを
含む新興国の都市が、西側諸国の高所得都市の
大半を上回るパフォーマンスを見せた。例えば
上海は、中国政府の第13次５カ年計画に基づく
戦略的取り組みを反映し、AI・ロボティクス・
チップ・医薬品といった分野で世界有数のイノ
ベーション拠点になりつつある71。一方ニュー
デリーも、2035年までに最大１兆ドル［約144
兆円］規模へ市場が拡大すると予測されるイン
ドのAI・機械学習産業を背景に、世界的なイノ
ベーション・ハブへと成長する可能性が高い72。

都市レジリエンスの強化を進めるためには、
企業イノベーションの推進だけでなく先進テク

ノロジーの導入も不可欠だ。例えば、アドバン
スドアナリティクス［高度な分析］や機械学習
を活用すれば、自然災害などの非常事態がもた
らす影響を高い精度で予測することができる。
Infrastructure AsiaのThiru氏によると、特に
避難ルートの計画やリソース配分、災害対応
戦略の策定には有効だという。ただしこうした
分析データを効果的に活用するためには、明確
な目的意識が必要だ。Resilient Cities Network
のBruebach氏は、「氾濫のルートやタイミン
グなど、洪水に関する予測は比較的容易だ。し
かし被災リスクの高い住民グループ（高齢者
など）を特定するには、明確な意識を持って
分析データを検証する必要がある」と指摘する。

人的資本・経済のレジリエンス

人的資本には市民の知識やスキル、健康といっ
た要因が含まれ、経済的生産性や包摂的な都市
の成長、非常事態からの回復力を大きく左右

表13：イノベーション促進に向けたインセンティブ
イノベーション・エコシステムの領域では、トップ３都市とその他都市に大きな開きが見られる

ニュ
ーヨ
ーク

ロサ
ンゼ
ルス パリ 東京

シン
ガポ
ール

ジャ
カル
タ 香港

メル
ボル
ン

ロン
ドン 上海

ニュ
ーデ
リー

サン
パウ
ロ

アム
ステ
ルダ
ム

ミュ
ンヘ
ン

バル
セロ
ナ

注：トップ15都市を掲載。スコアは0〜250で算出（250＝イノベーション・エコシステムの質が最も高い）
資料：Economist Impact 2023年
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する指標だ。スキルと教育水準の高い労働力は、
イノベーションや生産性向上の推進力となって
経済成長を後押しする。都市の起業家精神、投
資先としての訴求力を強化し、効果的な政策
策定を推進する要因としても不可欠だ。一方、
健康水準の高い労働力は、都市のレジリエンス
を下支えし、景気減退局面における生産性の
確保にも重要な役割を果たす。

今回の調査では、対象都市の労働力の教育水
準に基づき人的資本の指標を評価した。オック
スフォード・ブルックス大学 イノベーション
担当教授のJames Simmie氏は、「人的資本と

経済的レジリエンスの相関関係を検証する場合、
労働力に占める大学院卒業者の割合、つまり
教育水準が重要な評価基準になる」と指摘する。

この指標で最高スコアを獲得したのは、人口
の約90％が高等教育機関へ進学するシンガ
ポールだ。同国政府は産業ニーズに合わせた
リスキリングやアップスキリングを重視する
政策を推進している。企業との密接な連携を
図ることで、求められるスキルや資格を把握
し、スキル水準の高いタレントプールの構築と
創業拠点としての訴求力向上に役立てている73。 
 

サンパウロ

シンガポール

メルボルン

ジャカルタ

バンコク

ダッカ 香港
上海

東京

サンティアゴ

ラゴス

メキシコシティ

ロサンゼルス
ニューヨーク

ケープタウン

ロンドン ワルシャワ

バルセロナ イスタンブール

ドバイ
ニューデリーカイロ

アムステルダム

パリ ミュンヘン

60 90

表14：高い教育水準を持つ労働力はレジリエンス強化に不可欠
人的資本の指標では、東南アジアから３都市（シンガポール・バンコク・ジャカルタ）がトップ10入りを果たした。
その大きな要因となっているのは、住民の高い教育水準だ。

シンガポール 86.2
サンティアゴ 85.1
ロンドン 84.5
サンパウロ 81.9
ケープタウン 81.4
ワルシャワ 81.1
バンコク 81.1
ジャカルタ 80.4
ダッカ 79.6
アムステルダム 79.4
バルセロナ 78.7
東京 78.6
ドバイ 78.4
メキシコシティ 77.4
パリ 77.4
香港 77.1
上海 77.0
メルボルン 76.6
イスタンブール 76.5
ラゴス 73.6
ミュンヘン 72.9
ロサンゼルス 71.9
ニューヨーク 71.9
カイロ 63.7
ニューデリー 63.5

注：高等教育機関を卒業した労働年齢人口の割合（％）
資料：Economist Impact 2023年
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現代の都市には、非常事態に備えるだけでなく、
効果的な回復・復興をリードする能力が求めら
れている。既存・将来的脅威の両方を視野に入
れることで、自らの課題を認識し、明確な目的
意識に基づく方策を打ち出すことができるだろ
う。ここで重要となるのが、多様なステークホ
ルダーの関与だ。政府や企業、地域社会の代表
者、都市住民の連携や対話を推進し、コミュニ
ティ・自治体両方の視点を考慮に入れた包括的
レジリエンスを実現する必要がある。

全てのカテゴリーで優れたパフォーマンスを
見せた都市の取り組みには、他の都市が学ぶべ
き点が数多く見られる。対象都市はレジリエン
スの低下につながる様々な課題に直面している
が、財政力・規模といった制約を超え、多様な
アプローチ・方法で強化に向けた取り組みを進
めている。

レジリエンス強化策の内容は都市によって
様々だが、今回の調査では戦略上重要となる次
のようなポイントが明らかになった：

	○ ステークホルダーとしてコミュニティの積
極的関与を促進する。この取り組みには情
報の民主化が不可欠だ。非常時の対策を含
め、全ての住民が政府や自治体の情報へア
クセス可能な環境を整備する必要がある。
デジタルメディアを活用して情報を住民へ
同時配信するなど、一部の都市（例：シン
ガポール）は効果的取り組みを行っている。
“備え” の文化を醸成し、非常時の危機管理
能力を高めるためには、政府や自治体、そ
して草の根レベルの研修と啓発を通じて

災害対応の牽引役となる人材を育成するこ
とが重要だ。また自治体は情報共有の重要
性を認識すると共に、誤報や偽情報の拡散
防止と一貫した危機対応の実現に向け、デ
ジタル・プラットフォームとの連携を検討
すべきだろう。

	○ 社会としての一体性強化に向け、包括的取
り組みを推進する。住民の存在なくして
都市を語ることはできない。社会的一体性
の強化に向けた取り組みを行うことで分断
を回避し、都市としての対応力を強化す
ることができる。自治体のリーダーシッ
プと市民の関与を通じた生活環境の向上
は、その意味でも重要な意味を持つ。社会
的弱者への支援策など、対象都市の多くは
一体性を高める取り組みを進めている。

	○ 早期警戒システムは都市の安全性強化に不
可欠だが、2027 年を目処とする世界的
な普及実現にはさらなる投資が求められる。
国連が掲げるこの目標の実現に向け、政府
や自治体は密接な連携を通じて二つの課題
を克服する必要がある。一つ目はドローン
やＡＩなどの先進テクノロジーの研究開
発を巡る投資格差を是正すること、特にこ
れら技術の開発と導入のための投資拡大だ。
二つ目は法規制環境を整備し、危機対応に
向けたガイドライン整備・リソース確保、
そして早期警戒システムと防災・災害対応
計画の連携を実現することだ。またシステ
ムを効果的に機能させるためには、防災訓
練や研修、啓発プログラムなどを通じたコ
ミュニティの認知度向上・関与も欠かせない。

おわりに：都市の未来とレジリエンス
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	○ 防災体制の強化に向けてインセンティブを
提供する。レジリエンス強化は、長期的な視
野で（現在の問題よりも）将来のリスクに
目を向けて進めるべきだが、投資の際に短
期主義が足かせとなるケースも少なくない。
保険加入を通じた各企業・市民のセーフティ
ネット構築を阻む恐れもあるだろう。レガ
シーインフラのレトロフィットや再生可能
素材の活用基準を満たす取り組みへの助成
金支給など、企業・個人レベルの長期リス
ク対応へ具体的なインセンティブを提供す
れば、防災体制の強化につながるはずだ。

	○ レジリエンス強化策の進捗状況と効果を検
証・監視する。政策導入後も継続的に検証を
行うことで、レジリエンス戦略の見直しや
改善を図ることができる。刻々と変化を遂
げる気候変動や都市化という課題へ効果的
に対応するためにも、こうした取り組みは
不可欠だろう。対策の課題特定とデータに
基づく意思決定も重要だ。例えば、今回の
ランキングでトップに選ばれたニューヨー
ク市は、年単位の時間をかけて気候変動対
策を策定したが、６月に発生した大気汚染
危機（カナダで発生した山火事の煙が流入）
では想定外の事態に直面する市民 800 万人
超への対応に苦慮した 74。政策の導入状況・
効果をモニタリングすることで、責任の所在

の明確化や、財政支出の効率化・透明性向上、
市民の信頼確保を図ることもできるだろう。

	○ リスク・マッピングと対策推進に向けたイノ
ベーション支援。脱炭素をはじめとする喫
緊の課題を克服するためにはイノベーショ
ンの推進が不可欠だ。テクノロジーの進化
によりいくつかのソリューションが選択肢
となりつつあるが、大規模展開の容易さや
コストといった面で依然として問題があり、
全世界規模の導入は難しい。ケープタウン
をはじめとする一部都市は、自治体レベル
の脱炭素化計画を掲げているが、こうした
問題から目標達成が危ぶまれている。スター
トアップや企業、研究機関による先進的ソ
リューションの開発環境を都市が提供でき
れば、複雑な課題の克服を後押しできるは
ずだ。またテクノロジーは、レジリエンス
強化につながるリスクの特定、およびそれ
らの予測と監視にも欠かせない。

都市は人やモノが絶え間なく移動することでエ
ネルギーが生み出される場所だ。そして自然・
人為的災害が、基幹インフラや市民生活、社会構
造に大きな影響をもたらす場所でもある。自然災
害や経済的・社会的危機などあらゆる非常事態へ
対応するため、都市レジリエンス強化の重要性は
これまで以上に高まっているのだ。
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